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資料２

第三次滋賀県廃棄物処理計画における３Ｒの方向性（案）

リデュース リユース リサイクル サーマルリサイクル

（排出抑制） （再使用） （再生利用） （熱利用）

○ 排出量は減少傾向にあ ○ フリーマーケットや ○ 各種リサイクル法や ○ 産業界では可燃
現況 るものの、リサイクルに リターナルびんなど一 事業者の自主取組等に 廃棄物の燃料代替
と 比べて取組誘因を与える 部の自主的な取組が主 より大きく進展してき 利用が進んでいる
課題 仕組みが少なく、また見 であり、全体的な仕組 ており、特に産業廃棄 が、市町焼却施設

えにくい。 みが少ないなど現況は 物では高いレベルにま では発電導入が全
○ PETボトルでは大量生 リデュースに同じ。 で達している。 国に比して遅れて
産・大量リサイクルの構 ○ 循環資源の市況等の いる。
造となっている。 急激な変動への対応が

求められる。

＜地球規模の環境問題の深刻化＞（※参考１参照）

温暖化 ・ 天然資源の枯渇 ・ 廃棄物の増大 ・ 生態系の破壊

目指すべ ＜県全体像と方針＞
き将来 ○ 自然本来の力を再生可能な範囲で活かしながら損なわない『持続可能な社会づくり』を進めると
2030年 ともに、損なった自然の力を再生させて、琵琶湖をはじめとした豊かな自然を次世代に継承できる
の姿 人と自然との新たな関係を築く。

○「持続可能な滋賀社会づくり」に向けては、生活環境の確保を図りながら、地球温暖化問題に対応
(第３次 する「低炭素社会づくり」、資源の消費を抑制し環境への負荷を低減する「循環型社会づくり」、生
県環境 態系が維持・回復され、自然と人間が共生する「自然共生社会づくり」の３つの側面から取り組む。
総合計
画より) ＜廃棄物・資源循環分野＞

○ 省エネルギー行動やグリーン購入がほぼすべての家庭・オフィスに普及しており、環境への負担が
少ないライフスタイルが定着しています。

○ 資材の調達・加工・流通・消費が地域内で循環する割合が高まるとともに、コミュニティビジネス
など地域に密着した事業が活発となっています。

○ 廃棄物の発生の抑制と資源化の仕組みが確立し、資源循環を進めています。
○ 資源・分別回収が徹底されています。また、農村部を中心に生ごみの資源化が定着しています。

最も環境負荷抑制の効 リデュースに次いで 市況等の変動にも対応 燃やさざるを得な
果が大きいことに即した 環境負荷が小さいリユ した高いレベルの取組の い可燃廃棄物の焼却
「ごみを作らない」機運 ース取組の機運づくり 継続 時の熱利用の高度化
づくりや行動 や行動

求められ
→ 今後は、３Ｒ取組を環境負荷の抑制レベルに応じた行動へとステップアップしていく必要がある。

る方向性 これを牽引するためには、関連情報の「見える化」が有効である。

＜基本的方向性 ： 地球を守る３Ｒ取組のステップアップ＞
（例）
○ リサイクルありきから、より地球への負担が小さいリデュース・リユースへ
○ ３Ｒ取組に係るエネルギー利用の効率化
○ 燃やさざるを得ないごみの熱回収のレベルアップ

次期計画における３Ｒ関連取組

「持続可能な滋賀社会」へのステップアップ
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※（参考１）地球規模の環境問題と廃棄物３Ｒとの関係

従来の廃棄物３Ｒ政策の背景

排出量の増大

環境負荷の抑制が必要 廃棄物の３Ｒを推進、中でもリサイクルについては
各種法スキーム等により強力に推進

最終処分場の確保が困難
最終処分量は大きく減量

○ 一般廃棄物； 91千ｔ(H12)→ 56千ｔ(H20)
○ 産業廃棄物；286千ｔ(H12)→ 112千ｔ(H20)

377千ｔ (H12)→ 168千ｔ(H20)△55％

今後の廃棄物３Ｒ政策に
求められる観点

地球的規模の環境問題の深刻化

天然資源の枯渇

生態系の破壊

天然資源採取量の削減
（3R取組例） ○ 総体的で合理的な環境負荷の抑制が求められる。
・ものを大事に使う ○ そのために廃棄物の３Ｒ取組については、環境負荷
・再生品を選ぶ の抑制度合いによる優先順位※を意識した取組が必要。

※ 排出抑制＞再使用＞再生利用＞熱利用＞適正処分
温暖化

温室効果ガスの削減
（3R取組例）
・ｴﾈﾙｷﾞｰ利用の効率化
・化石燃料代替利用の推進

最終処分量削減

引き続き減量努力
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第三次廃棄物処理計画における３Ｒ関連取組（方向性案）

＜現状の課題＞ ＜目指す５年後の姿＞ ＜必要な取組＞ ＜取組の目標＞

＜一般廃棄物＞ ＜一般廃棄物＞ ＜一般廃棄物＞ ＜一般廃棄物＞

○ リデュースやリユース ○ ﾏｲﾊﾞｯｸﾞやﾏｲﾎﾞﾄﾙの持参がﾌｧｯｼｮﾝとして ○ 事業者、県民、行政で構成する協議会による ○ 買い物時のﾏｲﾊﾞｯｸﾞ持参率が80％※

の取組の促進が必要。 定着している。 レジ袋等容器包装の削減の取組 ※ 協議会参画の流通事業者における県内の割合

○ スーパーでは、多くの商品が量り売りや ○ グリーン購入推進団体に対する支援 ○ グリーン購入推進団体の会員企業等を通
簡易包装で売られており、消費者は包装の じた各従業員（一般消費者）に対する情報
少ないものを優先して購入している。 提供や普及啓発

○ 修理等による物品の長期使用やﾌﾘｰﾏｰｹｯﾄ ○ ３Ｒの状況や成果の「見える化」の取組 ○ 県や全ての市町において、市町毎の３Ｒ
の開催等によるﾘﾕｰｽの場が広がっている。 取組や成果の情報、ﾌﾘｰﾏｰｹｯﾄ開催情報等を

・ごみ分別の徹底や生ごみの水切りによるごみの 発信
○ 生ごみの水切りが徹底されている。 減量や資源化率の上昇、その他 3R 取組のステ

ップアップによるごみの減量に繋げるための各 ○ 全ての市町において市町や減量推進員等
○ 3Rステップアップを牽引 ○ 3R取組の意義や資源化処理の成果、コス 市町における処理や資源化成果に係る情報の整 を通じた見える化情報の利活用の周知
する関連情報が乏しい。 ト等の情報を消費者が容易に入手できる。 備（※参考２参照）と発信

・市町や各地域の減量推進員等を通じたこれらの ○ 全ての市町ごみ焼却施設の更新計画に
○ 再生利用率が第２次計画 ○ 住民の分別排出が徹底され、再生利用率 情報の、県民への普及 おいて低炭素社会に資する発電等熱利用の
の目標に到達していない。 が現在よりも上昇している。 計画を設定

○ 焼却での発電等熱利用が ○ 全ての市町ごみ焼却施設の更新計画にお ○ 施設整備交付金制度(環境省)の活用による市町
全国に比べて遅れている。 いて、低炭素社会に資する発電等熱利用が 処理の発電等３Ｒ高度化の推進 ＜産業廃棄物＞

計画されている。
○ 県において、業種毎の処理の動向や先進
取組、処理に係るLCA関連情報等を発信

＜産業廃棄物＞ ＜産業廃棄物＞ ＜産業廃棄物＞ ○ 最新の処理動向やﾆｰｽﾞに関して、事業者
団体等との定期的な情報交換等を実施

○ 処理に係る総体的な環境 ○ 処理の動向やLCA関連情報、先進取組等 ○ 処理に係る環境負荷の低減に資する情報の
負荷の観点での情報が乏し の情報を事業者が入手できる。 「見える化」の取組 ○ 最新技術や先駆的取組等に関する調査を
い。 実施

・事業者にとって高い有効利用率の維持や環境負
荷の低減に資する情報の整備と発信 ○ 各種支援制度の処理動向に即した改正・

・これらの情報を機能的に活用するための団体や 拡充
関係機関とのﾈｯﾄﾜｰｸ形成

○ 有効利用が高いレベルに ○ 製品の製造工程や梱包材等の見直しが ○ 資源化技術研究開発支援やﾘｻｲｸﾙ製品認定制度
あるが、今後とも循環資源 進み、産業廃棄物の排出原単位が更に減少 等既存取組の３Ｒｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟに繋がる制度の ＜減量等の目標＞
の市況の変化等にかかわら している。 必要な見直し
ず3R取組を維持していく必 ＜一般廃棄物・産業廃棄物＞
要がある。

○ EMS導入や環境ビジネスの推進 ○ 総排出量
○ 資源化率
○ 最終処分量
○ 資源化されない量 等
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※（参考２）「市町村における循環型社会づくりに向けた
一般廃棄物処理システムの指針」について

○ 市町における一般廃棄物の処理について、標準的な分別収集区分や適正な循環的利用処分の
考え方、処理に関する事業の効果とそれを表現する指標等評価の考え方を示し、市町の地域条
件に応じた適切な一般廃棄物処理システムへの見直し等が円滑に行えるよう、市町村を支援す
ることを目的として、平成 19年 6月に環境省廃棄物・リサイクル部において策定された指針。

○ 同時期に、処理に関する事業の会計について標準的な分析手法を定め、市町が客観的に把握
するための「一般廃棄物会計基準」、有料化の制度設計の考え方等を示して導入取組を支援す
るための「一般廃棄物処理有料化の手引き」が示されている。

（参考）「市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針」
で示されている整備情報の例
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（参考３）第三次計画における取組による３Ｒステップアップのイメージ

天然資源採取

＜地球環境問題への反映＞

天然資源採取量の削減 ③リサイクル
商品の長期使用①②
再生品を選ぶ②③

②リユース
温室効果ガスの削減 ①リデュース ④熱利用

処理の省エネ化①~④
熱利用の推進④ 生 産 消費･ 排出 資源化

処 分
製造・流通等 使用 家庭・事業所 処 理

最終処分量の削減
①~④

各主体への３Ｒステップアップの誘因

３Ｒ見える化情報の整備･発信

◎ 市町処理に係る3Rの状況や成果、
ﾌﾘｰﾏｰｹｯﾄなど3R推進に資する情報の提供

○ 産廃処理の動向や LCA情報、
先進取組など3R高度化に資する
情報の提供

３Ｒ施策の継続・強化

◎ ｸﾞﾘｰﾝ購入の推進、ごみ処理有料化
レジ袋等容器包装の削減の取組

◎ 各種リサイクル法施行

◎ 市町処理施設更新時等の３Ｒシステムの
効率化、熱利用の推進

○ 産業廃棄物税条例施行
3R技術開発・施設整備支援

○ ﾘｻｲｸﾙ製品の認定・普及
環境ﾋﾞｼﾞﾈｽの振興

◎ 多量排出事業者の3R指導

その他関連取組

◎ 持続可能社会モデル形成、環境学習
EMS導入の推進

◎ バイオマスの利活用

（◎は一般廃棄物に係る市町取組を含むもの）

レジ袋等容器包装の削減による

環境に優しいライフスタイルへの誘因

関連法に

よる推進

研究開発支援、

経済的措置による誘因

各事業者での3Rの推進

個別製品の認定や環境産業振興による誘因

国交付金制度活用による熱利用を含む

システム効率化の推進

ごみ処理に係る3Rの状況や成果の視覚化に
よる誘因

排出事業者等の自己の処理状況の位置づけや、先進事例

の視覚化による誘因

総体的な環境負荷抑制の取組による推進

ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用

の普及支援


